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森ノ宮医療大学 応急支援学納金減免制度細則 

 
平成２９年１月１７日制定 

平成３０年８月２１日改定 

平成３１年３月１９日改定 

令和２年１２月２２日改定 

令和３年３月１６日改定 

令和５年５月３０日改定 

令和６年２月２７日改定 

 

（目的） 

第１条 この細則は、森ノ宮医療大学（以下「本学」という。）に在籍する学生のうち、修学に熱意が

あるにもかかわらず、経済的環境の急変により学費納入が著しく困難になった学生に対し授業料を減

免することで学資を援助し、修学の継続を支援することを目的とする。 

 

（名称） 

第２条 前条の目的を達成するために森ノ宮医療大学応急支援授業料減免制度を設ける。本制度の対象

者を森ノ宮医療大学応急支援奨学生（以下「本奨学生」という。）という。 

 

（資格） 

第３条 本奨学生となる資格を有する者は、次の各号すべてに該当する者とする。 

（１） 修業年限での卒業が見込めるまたは休学中でない者 

（２） 保護者または保証人の死亡、重度後遺障害（身体障害者２級以上、障害等級１級以上、その他

快方に向かう見通しが薄く、重度後遺障害と同等程度の状態が続き就労が困難な場合）、失業、破産

により授業料の納入および学生生活が困難になった者。ただし、別表第１に記載する事由等に該当す

る場合は、対象とならない。 

（３） 前年度の学業成績において年度ＧＰＡが３．０以上の者（２０２１年度以前入学生）、年度Ｇ

ＰＡが２．０以上の者（２０２２年度以降入学生）、あるいは先修条件で定めのある単位を概ね修得

できている者。ただし、１年生については入学後の成績を基に判断することとする。 

（４） 第２号の理由等により、家計が急変した後、学生本人の父母またはこれに代わって生計を支え

ている者の直近の総所得の合計が３５５万円以下、または給与所得の合計が８４１万円以下である者 

（５） 家計が急変する前と急変した後の収入金額を比較し、３０％以上の減少が認められること 

（６） その他第７条の資格審査委員会が必要と認めた者 

 

（募集） 

第４条 本奨学生の募集は、前期と後期の各１回とする。申請は、在学中１回限りとする。ただし、第３

条第２号の状況となってから原則１年以内に限る。新入生については、家計急変事由発生が入学後であ

ることとする。 
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２ 継続して減免を希望する場合は、１年後に改めて再申請し、再申請が認められれば最長２年間の減

免を受けることができるものとする。 

 

（申請） 

第５条 本奨学金を希望する者は、別に定める所定の申請書類を期限までに学生支援課に提出しなけれ

ばならない。 

 

（減免額） 

第６条 ２０２４年度入学生までは当該年度の授業料の２分の１相当額、２０２５年度入学生以降は当

該年度の学納金の２分の１相当額を減免するものとする。ただし、相当の事由があり、教授会の議を経

て学長が認めた場合、相当額の範囲内で減免額を変更することがある。 

 

（奨学生の決定） 

第７条 奨学生の採用人数は当該年度の予算の範囲内とし、家計状況および家計事情により困窮度の高

い者から採用する。 

２ 減免対象者の資格審査及び決定は、大学事務局学生支援課へ提出する資料をもとに、理事が資格審

査委員会とし審査し、教授会の議を経て学長が決定する。 

 

（減免の方法） 

第８条 減免は、当該年度の前期学納金あるいは後期学納金の納付書より減免額を差し引いた額を納入

させることによって実施する。ただし、既に当該学期の学納金を納入している者には、学納金より返金

する。 

 

（他の奨学金との関係） 

第９条 ２０２４年度入学生まではこの制度による授業料の減免を受けている期間に、本学が定めるそ

の他の給付型奨学金を受けることはできない。２０２５年度入学生以降はこの制度においては相当額

の範囲内で本学が定めるその他の給付型奨学金と併用して受けることができる。 

 

（資格喪失） 

第１０条 本奨学生が次の各号のいずれかに該当した場合は、すでに決定した減免を停止し、またすで

に減免された金額の全額について返還を求めることができる。 

（１） 学生の身分を失ったとき 

（２） 休学したとき 

（３） 学則による懲戒処分を受けたとき 

（４） その他奨学生として適当でないと認められたとき 

（５） 提出書類に虚偽の記載があったことが判明したとき 

２ ただし、前項の各号において相当の事由があり、教授会の議を経て学長が認めた場合、資格喪失の

場合であっても返還を求めない。 
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（所管） 

第１１条 この細則に関する事務は、学生支援課が所管する。 

 

 

附 則  

１ この細則は平成２９年３月２１日から施行する。 

２ この細則は平成３０年８月２１日から施行する。 

３ この細則は平成３１年３月１９日から施行する。 

４ この細則は令和２年１２月２２日から施行する。 

５ この細則は令和３年４月１日から施行する。 

６ この細則は令和５年５月３０日から施行する。 

７ この細則は令和６年２月２７日から施行する。 

 

  



6-1-6 応急⽀援学納⾦減免制度細則 

別表第１（第３条関係） 

対象外となる事由（例） 

ア 定年退職、定年後の勤務延長・再雇用の終了 

イ 非自発的失業に該当しない離職 

（雇用保険受給資格者証の離職理由コードが１１（１Ａ）、１２（１Ｂ）、２１（２Ａ）、２２（２

Ｂ）、２３（２Ｃ）、３１（３Ａ）、３２（３Ｂ）、３３（３Ｃ）、３４（３Ｄ）に該当しない場合は

対象とならない） 

ウ 首長・議員の選挙落選による失業等 

エ 倒産など、公的な手続きが進行中の場合 

（「破産手続開始決定通知書」が発行されていない場合） 

オ 勤務先の倒産で退職証明等の公的証明の取得が可能であるにもかかわらず、個人的理由により 

書類提出がなされない場合 

カ 解雇・破産で、申請時点既に再就職先が決定している等収入見込みがある場合 

 

別表第２（第５条関係） 

家計事情 提出書類 

母子または父子家庭である 願書に記載 

家族の中に就学者がいる（生計が同一である場合のみ） 願書に記載 

家族に 6 か月以上にわたり療養中の人または療養を必

要とする人がいる 

長期療養費計算書（本学所定書式）、直近 6ヶ

月分（長期療養が見込まれるが、療養開始が

6 ヶ月経過していないときは、申込み時点の

分まで）の領収書コピー 

主に家計を支えている人が単身赴任等で別居している 単身赴任実費計算書（本学所定書式）、電気・

ガス・水道・単身赴任先住居費（実費）の直

近３ヶ月分の領収書コピー 

家族の中に障害のある人がいる 障害者手帳等のコピー 

この 1年間に火災・風水害または盗難などの被害を受け

たことがある 

被害を受けたことの証明書と、被害により生

じた実費を証明する証明書のコピー 

 

 

 


